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研究成果の概要： 伝統的な経済学では合理的な主体からなる市場で競争が行き渡ればある種

の最適な状態が実現されることが示され，この命題が規制緩和などの競争政策の基盤となって

いる。本研究では，主体の合理性に限界があるという想定の下で，伝統的な市場モデルを特殊

ケースとして含む包括的なモデルをシミュレーションすることにより，競争政策の基盤となっ

ている命題とは異なる市場のヴィジョンを示した。具体的には，i) 消費者の合理性の度合いに
応じて「平和共存」，「寡占」，「独占」という３つの局面の現れること，ii) どの局面においても
消費者と生産者が共に満足できるような最適な状態は存在しないことなどである。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 1980 年代の英米に端を発し小泉改革に至
る規制緩和論（市場原理主義）は「競争を阻
害している規制を廃止すれば市場は効率的
な状態に向かう」と主張する。規制緩和を
１つの例とする競争政策の根拠となってい
るのは「完全競争均衡はパレート最適であ
る」という新古典派による厚生経済学の第

一定理である。この定理をベースとして独
占や寡占などが存在する不完全競争ではパ
レート最適な資源配分が損なわれることが
示されるのである。しかしながら，規制緩
和論のような主張が成立するためには，「競
争政策を実施すれば完全競争市場が実現さ
れる」ことが示されなければならない。 
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(2) しかし現実に目を向ければ，現代の産業
経済のきわだった特徴は，少数の巨大企業
がシェアの争奪を繰り返しながら市場を支
配しているということである。寡占はたい
ていの産業に共通する普遍的現象であるよ
うに見受けられる。これまで行われてきたさ
まざまな競争政策の結果，寡占が崩れて完全
競争状態に移行した産業など皆無であるし，
市場集中度の長期的な低下傾向を実現した
産業さえ存在しない。果たして，競争を促進
すると市場は本当に完全競争に向かうのだ
ろうか。競争の結果もたらされるものは，完
全競争状態ではなく寡占や独占なのではな
いか。このような疑問に直面すると，新古典
派経済学はあまりに非力である。 
 
(3) 新古典派経済学が産業構造の変化を説明
することができない理由は，そのパラダイム
が頑強に静学的であり，真の意味における
動学的なフレームワークを欠いているから
である。そこで基本的に想定されているの
は，経済主体による一回限りの意思決定で
ある。異時点間の意思決定が考慮されたと
しても，不確実な状況下での主体の合理性
を保証するために，主体は将来の情報をす
べて確実に知っている，あるいは，主体は
真の経済モデルを知っており，それと整合
的な合理的予想を形成する，と仮定される。
言い換えれば，主体はすべての将来の経済
状態を，少なくとも平均的には，事前に知
っているのである。この意味で，新古典派
理論が前提とする時間構造は明らかに潰れ
ている。そこでは本質的に無時間の世界が
扱われており，時間の経過に伴って市場構
造がどのように変遷していくかというよう
な問題を考察することはできない。時間が
本質的な役割を果たすダイナミクスを考察
するためには，限定合理的な主体を想定し
なければ意味をなさないのである。 
 
 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は，上記問題意識の下で，限定合
理的な主体からなる市場をモデル化し，企業
間の競争により市場構造がどのような時間
変化を示すのかをコンピュータ上でシミュ
レーションして調べることを目的とする。説
明対象とすべき市場構造の変化に関する最
も重要な事実は，「競争状態から寡占状態あ
るいは独占状態に移行すること」である。 
 
(2) シミュレーションの出発点としては完
全競争市場を対象とすることはできない。
その理由は，完全競争のフレームワークは
静学的であって，価格のダイナミクスを考
察しようとすると，競売人という超越的な，

あるいは中央集権的な主体を想定せざるを
得ないという本質的欠陥が存在するからで
ある。これを克服するためには，すべての
経済主体が価格受容者であり，そして彼ら
は完全情報を有する，という完全競争の一
部の仮定を放棄しなければならない。その
代わり，たとえば限定合理的な生産者が自
らの製品に価格付けをおこなうと仮定する
ならば，一物一価はもはや成り立たず，製
品差別化が存在する独占的競争と事実上何
ら変わりなくなる。独占的競争理論を動学
的に再定式化する試みはこれまでにも存在
するが，それらの目的は，市場構造の変遷
を解明することではなく，市場の不均衡プ
ロセスがどのように累積していくかを明ら
かにすることや，分権的競争市場において
価格がいかに決定されるかを説明すること
である。しかし，異なるのは説明の目的だ
けではない。最大の相違点は，本研究のモ
デルでは，従来の独占的競争の分析のよう
に消費者の行動を需要曲線という単純な分
析用具の中に押し込めず，限定合理的な主
体としてその行動を明示的に定式化するこ
とである。 
 
 
 
３．研究の方法 
 既存のシミュレーション・モデルに大幅な
改良を加えるが，その際の基本的な方針は以
下の通りである。 
(1) 限定合理的な主体の学習過程として強化
学習理論のモデルを援用する。 
(2) 市場構造の変化に関する既存研究は，殆
どすべてが企業の投資や技術革新に焦点を
絞るものであったが，本研究では消費者行動
に着目する。 
(3) そのために，消費者行動を需要曲線の中
に押し込めることを止め，その代わりに不確
実性下での選択行動を表現するために多項
ロジットモデルを導入する。 
(4) モデルのキー・パラメータである

€ 

β1は消
費者の「合理性の度合い」を表す。ここで合
理性の度合いとは，強化学習のソフトマック
ス 戦 略 に お け る 探 索 確 率 （ exploration 
probability）の大小によって表現される。すな
わち，合理性の高い（

€ 

β1の大きい）消費者は
高い効用をもたらしてくれる企業から高い
確率で財を購入し，合理性の低い（

€ 

β1の小さ
い）消費者は他の企業を高い確率で探索する。
換言すれば，

€ 

β1 →∞のときすべての消費者
は同一の企業を選び，

€ 

β1 = 0のとき消費者は
完全にランダムに企業を選ぶ。 
(5) 新古典派的均衡状態を特殊ケースとして
含むような包括的なモデルを構築する。 
 
 以上の諸点を考慮して定式化されたモデ



ルを以下において概説する。まず，モデルの
アウトラインは次の通りである。 
(1) 市場には多数の消費者と企業が存在し，
彼らは情報制約の下で効用や利潤をできる
だけ増やそうと学習行動を行う。 
(2) 主体の意思決定は離散時間上で行われる。 
(3) 財は一種類で同質的であり，生産された
期を越えて持ち越すことはできない。 
 
 消費者の行動は以下の通りである。 
(1) 各消費者は毎期同一の貨幣所得を与えら
れる。貨幣所得は時期に持ち越すことはでき
ない。消費者は毎期企業を 1つ選び当該企業
から財を買えるだけ買おうとする。 
(2) 消費者の効用は同一の関数 
 
 
により表される。ここで，

€ 

xi (t)は消費者が

€ 

t期
に企業

€ 

iから得られる財の数量，

€ 

U (x)は

€ 

xの
単調増加関数で

€ 

′ U > 0，

€ 

′ ′ U < 0を満たす。 
(3) 各期の購入決定に先立って，消費者は前
期購入した企業

€ 

iから得られるであろう効用

€ 

uiと，ランダムに選ばれた別の企業

€ 

jからえ
られるであろう効用

€ 

u jとを比較し，遷移確率 
 
 
が大きい方の企業を選択する。 
(4) 

€ 

t期に企業

€ 

iが獲得する消費者のシェアを

€ 

wi (t)とする。多項ロジットモデルに基づけば，

€ 

wi (t)の定常分布は 
 
 
と表される。ただし，

€ 

Mは企業数であり，分
母は規格化定数である。 
(5) 学習過程として，線形の減衰過程 
 
 
を用いる。ただし，

€ 

τ ∈ [ 0, 1]は学習率を表す
パラメータである。 
 
 企業の行動は以下の通りである。 
(1) 企業は直面する需要曲線や他企業の価格
を知らないので，自らの利潤の増減という局
所的な情報に基づいて価格

€ 

piと生産量

€ 

qiを
毎期決めなければならない。

€ 

t期における企
業

€ 

iの利潤は次のように定義される。 
 
 
ただし，

€ 

si (t)は

€ 

t期における企業

€ 

iの販売量，

€ 

c(q)は全企業共通の費用関数である。販売量

€ 

si (t)は，ショートサイド原則より次のように
表される。 
 
 
ただし，

€ 

Tは全消費者が与えられる貨幣所得
の総額であり，

€ 

wi (t)T pi (t) は企業

€ 

iの生産物
に対する需要を表す。 

(2) 一企業への需要が当該企業の生産量を上
回った場合には，当該企業から購入を希望す
る消費者間で均等に財の割当てを行う。従っ
て，

€ 

t期に企業

€ 

iから得られる財の数量

€ 

xi (t)は，
消費者の人数を

€ 

Lとすれば次のように表され
る。 
 
 
 
(3) 企業は

€ 

piと

€ 

qiを直接操作するのではなく，
それらの変化率

€ 

(δ pi (t), δ qi (t) )を，選択可能
なオプションの中から利潤が増加するよう
に毎期決める。これらの変化率を次のように
書く。 
 
 
 
ただし，

€ 

niは  

€ 

{0,, N −1}に属する整数であ
り，

€ 

t期における企業

€ 

iの戦略（変化率の組み
合わせ）の番号を表す。

€ 

Nは選択可能な戦略
の数である。

€ 

Δpおよび

€ 

Δqは所与の定数であ
る。 
(4) 企業はより高い利潤を求めて戦略

€ 

niを選
択する。その際，次のような学習過程に従う
ものとする。 
 (a) まず，企業は戦略

€ 

niを選んだときの

€ 

t期
の予想利潤

€ 

ˆ Π i
n (t)に基づいて，規格化量 

 
 
 
 

をすべての戦略

€ 

niについて計算する。 
 (b) すべての戦略

€ 

niに対して，

€ 

exp(β2
˜ Π i
n (t))

に比例するよう規格化された確率に応
じて１つの戦略を選択する。 

 (c) 利潤に関する予想は次のように形成さ
れる。 

 
 

ただし，

€ 

k ∈ [0,1]は学習率を表すパラメ
ータである。 

 
 モデルの重要な特徴として，新古典派的均
衡をその特殊な定常状態として含んでいる
ことを指摘しておく。具体的には，完全情報
および需給の常時一致を追加的に仮定する
と，モデルは Cournot均衡に相当する定常状
態を示す。さらに，企業数が無限に増えれば
完全競争均衡に相当する定常状態を示す。 
 
 
 
４．研究成果 
 研究の主な成果は以下の通りである。 
(1) 

€ 

β1の値に応じてマーケットシェア

€ 

wiの
時間変化は以下のような 3 つの局面を示す
（図 1参照）。 

€ 

ρ (i, j) = min(1, (u j ui )
β1 )  

€ 

wi
∗ (t +1) = ui

β1 (t) u j
β1 (t)j=1

M∑

 

€ 

ui (t) =U (xi (t))

 

€ 

wi (t +1) = wi (t) −τ (wi (t) − wi
∗ (t +1) )

 

€ 

Π i (t) = pi (t)si (t) − c(qi (t))

 

€ 

si (t) = min( qi (t), wi (t)T pi (t) )
 

€ 

xi (t) = si (t) (wi (t) L)
= min( qi (t) (wi (t) L) , T (pi (t) L) )

 

€ 

δ pi (t) = 1+ Δp cos(2πni (t) N )
δ qi (t) = 1+ Δqsin(2πni (t) N )

 

€ 

˜ Π i
n (t) =

ˆ Π i
n (t) −min

n
( ˆ Π i

n (t))
max
n

( ˆ Π i
n (t))−min

n
( ˆ Π i

n (t))

 

€ 

ˆ Π i
n (t +1) = ˆ Π i

n (t) − k( ˆ Π i
n (t) − Π i

n (t))
 



 (a) 消費者が非合理的な場合（

€ 

β1が小さい値
のとき）：「平和共存」局面が出現する。
この局面では消費者はランダムに企業
を選択する。マーケットシェアが定常的
なので新古典派的状況に匹敵するが，新
古典派の想定とは逆に消費者の合理性
が最も低いケースである。 

 (b) 消費者が適度に合理的な場合（

€ 

β1が中間
的な値のとき）：「シェア争奪寡占」局面
が出現する。この局面では，消費者の中
には高い効用をもたらしてくれる企業
を選択する者と，ランダムに企業を選択
する者とが混在するので，それらの相互
作用により寡占企業間での者の奪い合
いが生じる。 

 (c) 消費者が合理的な場合（

€ 

β1が大きい値の
とき）：「交替独占」局面が出現する。こ
の局面では，消費者の大半がその時々で
最も高い効用を与えてくれる企業を選
択する。

€ 

β1が大きいほど独占の持続期間
が長くなる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図 1 市場構造の 3つの局面 
           （企業数の初期値＝5） 

(2) 

€ 

β1の値に応じて消費者の平均効用および
企業の平均利潤は以下のように変化する（図
2参照）。 
 (a) 消費者が非合理的な場合（

€ 

β1が小さい値
とき）：消費者の平均効用はほぼゼロで，
合理性が高まるにつれ大きくなる。そし
て，適度に合理的な場合（

€ 

β1が中間的な
値のとき）に最大となり，その後漸減し
ていく。消費者が合理的な場合（

€ 

β1が大
きい値のとき）は非合理的な場合と同様
ほぼゼロとなる。 

 (b) 消費者が非合理的な場合（

€ 

β1が小さい値
とき）：企業の平均利潤は最大であり，
合理性が高まるにつれ小さくなる。そし
て，適度に合理的な場合（

€ 

β1が中間的な
値のとき）に最小となり，その後漸増し
ていく。消費者が合理的な場合（

€ 

β1が大
きい値のとき）は非合理的な場合と同様

最大となる。 
 
 これらの結果から，以下のような含意を導
くことができる。 
 (i) 寡占は消費者効用の観点からは最善の状
態であるが，企業利潤の観点からは最悪
の状態である。 

 (ii) 消費者と生産者が共に満足できるような
最適な市場状態は存在しない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図 2 平均効用および平均利潤

   

         （Mは企業数の初期値） 

 
(3) 寡占が生じている場合，企業間のマーケ
ットシェアの分布は Zipf則に従い，企業の成
長率の分布は Gibrat則に従う。 
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